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序  文 

 

 日本国政府はフィリピン国政府の要請に基づき、同国の「海上保安のための PCG 通信シス

テム強化計画」に係る予備調査を行うことを決定し、独立行政法人 国際協力機構は平成 17
年 2 月から平成 17 年 3 月まで予備調査団を現地に派遣しました。 

 この報告書が、今後予定される基本設計調査の実施、その他関係者の参考として活用され

れば幸いです。 

 終わりに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます、 

 

平成 17 年 5 月 

 

 

独立行政法人 国際協力機構 

理  事      小 島 誠 二 
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周波数変調
Frequency Modulation

管区海上保安本部
Coast Guard District

海上保安部
Coast Guard Station

予算管理省
Department of Budget and Management

国際海事機関
International Maritime Organization

構内情報通信網
Local Area Network

沿岸無線整備事業
Maritime Communication Project
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Medium Frequency

借款契約
Loan  Agreement

インターネット・プロトコル
Internet Protocal
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Japan　International Cooperation Agency
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構内交換機
Private Branch Exchange
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Philippine Coast Guard

政府開発援助
Official Development Assistance

海外経済協力基金
Overseas  Economic Cooperation Fund

フィリピン港湾局
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1．要請内容 

(1) 当初要請 

z 本庁及び 3 管区本部（マニラ、セブ及びサンボアンガ）の衛星通信システム（制御局 1 局＋

子局 3 局） 

z 本庁、3 管区本部（マニラ、セブ及びサンボアンガ）、所属保安部（19 箇所）及び保安署（65

箇所）の VHF 通信システム 

z 可搬型衛星通信システム（VHF リピーター付き） 

z その他関連システム（スペアパーツ、測定器等） 

(2) 予備調査で確認した要請内容（別添協議議事録参照） 

z 本庁及び 9 管区本部（マニラ、セブ、サンボアンガ、パラワン、バタンガス、イロイロ、サ

ン・フェルナンド、ダバオ、レガスピ、カガヤン・デ・オロ）の衛星通信システム（制御局

1 局＋子局 9 局） 

z 3 管区本部（マニラ、セブ及びサンボアンガ）、所属保安部（7 箇所）の VHF 通信システム 

z 3 管区本部（マニラ、セブ及びサンボアンガ）、所属保安部（12 箇所）の HF 通信システム 

z マニラ地区のマイクロ波伝送網（6 局） 

z 可搬型衛星通信システム（1 式） 

z マニラ海岸局の VHF/HF/MF/NAVTEX 遭難安全通信システム 

z 航空機との通信用 VHF/HF 通信システム 

 

 

2．調査目的 

(1) プロジェクトの背景・目的・内容の確認 

z 上位計画（PCG15 年開発計画）及び同計画における本プロジェクトの位置付けの確認 

z PCG の活動状況、問題点及び将来計画に係る調査 

z 無償資金協力で実現すべき通信網の機能・レベルの確認 

(2) 基本設計調査を円滑に進めるための要請内容絞込み 

z 我が国無償資金協力の制度説明 

z フィリピン側からの当初要請の再確認 

z 当初要請内容・要請額及び PCG の問題点・管理能力等を考慮した日本側提案の検討 

z 上記を踏まえた要請内容の絞込み 

(3) ミンダナオの治安状況等確認 

z 治安に問題があるミンダナオ島サンボアンガ地区の治安状況確認及び同地における案件実

施の是非の検討 

z 治安上の問題から現地に日本の業者が入れない場合を想定した据付工事 
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(4) 先方負担事項の確認 

z 実施までの手続き・一般的な先方負担事項に関する先方への説明 

z 付加価値税（VAT）還付方法及び VAT 未還付問題解決状況の確認 

 
 
3．調査団の構成 

氏  名 担  当 所  属 

新井 和久 総括 JICA無償資金協力部業務第二グループ生活環境改善チーム長

大野 敦哉 技術参与 海上保安庁情報通信企画課管理係長 

近藤 信孝 計画管理 JICA 無償資金協力部業務第二グループ生活環境改善チーム 

森山 英隆 電気通信計画 (社)日本海難防止協会 

松岡 孝 機材計画 (財)海外通信・放送コンサルティング協力 

 

 

4．調査日程 

平成17年2月27日(日)～3月24日(木) 

月 日 調 査 活 動 場  所 対 応 者 備  考 
27-Feb 日 東京9:40－マニラ13:30 (JL741)    

28-Feb 月 
JICA打合せ 

ローカルコンサル打合せ 
キックオフミーティング 

JICA事務所 
同 

PCG 

安元孝史職員 
PCI Philippines/本山氏 

Imperial中佐ほか 
 

1-Mar 火 サイト調査 
カウンターパートミーティング

通信所 
同 

Imperial中佐ほか 
同 

ローカルコンサル

同 

2-Mar 水 サイト調査 
 

本庁 
第一管区本部 
Delpan保安署 

San Jose保安署 
設標船 Corregidor 
巡視船 San Juan 

航空基地 

Montermoso少尉ほか  

3-Mar 木 サイト調査 
JICA打合せ 

受信所、送信所 
JICA事務所 

Montermoso少尉ほか 
安元孝史職員 

 
 

4-Mar 金 カウンターパートミーティング

電波行政調査 

通信所 
National Telecom 

Commission (NTC) 

Imperial中佐ほか 
Cabanlig氏 DOTC/Elenita女史

5-Mar 土 資料分析 ホテル   
6-Mar 日 資料分析 ホテル   

7-Mar 月 衛星システム調査 
資料収集 

Mabuhay Satellite Co.
通信所 

Ona氏 
Sumayao少尉ほか Imperial中佐 

8-Mar 火 

カウンターパートミーティング

免税等打合せ 
 

JICA打合せ 

通信所 
DOTC 

 
JICA事務所 

Imperial中佐ほか 
Patdu運輸計画部長 

Bondok海上交通課長 
安元職員 

Mabuhay/Ona氏 
Elenita女史 
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9-Mar 水 
衛星システム資料収集 

カウンターパートミーティング

JICA専門家打合せ 

Mabuhay Satellite Co.
通信所 
本庁 

Ona氏 
Imperial中佐ほか 
大河内専門家 

 
 
 

10-Mar 木 マニラ9:30－セブ10:45(PR853)
サイト調査/セブ 

第二管区本部 
Cebu保安部 

Imperial中佐ほか 
同 セブ泊 

11-Mar 金 サイト調査/セブ Danao保安署 Imperial中佐ほか セブ泊 

12-Mar 土 セブ12:00－マニラ13:10(PR854)
ローカルコンサル打合せ 

 
ホテル 

 
PCI Philippines 

 
大河内専門家 

13-Mar 日 官団員マニラ着* 
団内打合せ 

 
ホテル  東京9:40－マニラ

13:30 (JL741)* 

14-Mar 月 PCG長官表敬 
インセプション・レポート協議

PCG Gosingan長官ほか 
CG-5, CG-11 

 
 

15-Mar 火 

DOTC次官表敬 
NEDA訪問・打合せ 

 
 

PCG, DOTC協議 

DOTC 
NEDA 

 
 

通信所 

Bengzon氏 
Abellera氏 

Tolentino女史 
Quintos-Dulce女史 
Imperial中佐/PCG 
Elenita女史/DOTC 

 
 
 
 
 
 

16-Mar 水 衛星トランスポンダ料金調査 
要請内容・ミニッツ協議 

Mabuhay Satellite Co.
通信所 

Ona氏ほか 
Imperial中佐ほか 

 
 

17-Mar 木 本庁通信室調査 
ミニッツ署名 

本庁 
同 

Sunayao少尉 
Gosingan長官 

 
 

18-Mar 金 大使館・JICA事務所合同報告 大使館 森・黒川書記官 
吉田次長ほか 

 
 

19-Mar 土 官団員帰国** 
資料分析 

 
ホテル  マニラ14:50－東京

19:50 (JL742)** 
20-Mar 日 資料分析 ホテル   
21-Mar 月 補充調査 通信所 Imperial中佐ほか  

22-Mar 火 JICA打合せ 
GMDSS進捗状況調査 

JICA事務所 
DOTC 

安元職員 
Borres部長ほか 

ローカルコンサル

Imperial中佐 

23-Mar 水 ラップアップミーティング 
JICA事務所報告 

通信所 
JICA事務所 

Imperial中佐ほか 
安元職員 

 

24-Mar 木 マニラ14:50－東京19:50(JL742)    

 

 

 

5．主要面談者 

(1) 運輸通信省（Department of Transportation and Communications：DOTC） 

Mr. Agustin R Bengzon,  Under Secretary 

Ms. Elenita D Asunción,  Senior Transport Development Officer,  

Water Tranport Planning Division 

(2) フィリピン沿岸警備隊（Philippine Coast Guard：PCG） 

Vice Admiral Arthur N Gosingan, Commandant  

Commander Luis B Imperial, Commander CGWCEISS 

Lieutenant Commander Ferdinand A Floresca, CG-11 

大河内 克朗 JICA専門家（海上保安行政） 

田中 耕蔵 JICA専門家（PCG人材育成プロジェクト） 
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(3) 国家経済開発庁（National Economic and Development Authority：NEDA） 

Mr. Pablito Abellera,  OIC Division Chief, Transport Division, Infrastructure Staff 

Ms. JoAnne Tolentino,  Senior Economic Development Specialist, Asia Pacific Div., 

Public Investment Staff 

Ms. Dmata MA Quintos-Dulce,  Senior Economic Development Specialist,  

Infrastructure (Transportation) Monitoring & Evaluation Div., Project 

Monitoring Staff 

(4) Mabuhay Philippines Satellite Corporation（衛星通信会社） 

Mr. Ramon T. Fernando,  Consultant 

Mr. Edmundo A. Ona, Jr.,  Business Manager-Regional Sales 

(5) 在フィリピン日本大使館 

森 信哉 一等書記官 

黒川 和宏  一等書記官 

 

 

6．調査結果概要 

6.1 先方との協議結果 

当初要請は 1．要請内容 (1)のとおり、①本庁及び 3 管区本部（マニラ、セブ及びサンボアン

ガ）の衛星通信システム（制御局 1 局＋子局 3 局）②本庁、3 管区本部、所属保安部（19 箇所）

及び保安署（65 箇所）の専用 VHF 通信システム、③災害対策用可搬型衛星通信システム及び

その他関連システムの調達であった。調査団は事前に要請内容を精査し、特に①について、3

管区本部のみ先行して整備すると運用上の整合性が取れないこと、また、将来的に残りを整備

しようとする際に衛星回線に空きが無い可能性があること等から、修正の必要があると判断し、

10 管区全てを本プロジェクトで整備し、②を一部削るという日本側提案を準備して協議に望ん

だ。 

協議の結果、プロジェクトが実施された場合には、日本側提案どおり本庁及び 10 管区本部の

衛星通信システムを優先的に整備することとし、VHF 通信システム（一部 HF 通信システムを

採用）については 3 管区本部及び 19 保安部のみ整備することとした（その他を含むコンポーネ

ントの詳細については別添協議議事録参照）。 

また、フィリピン政府全体の付加価値税（VAT）還付問題が解決するまで、本プロジェクトが

（基本設計調査も含め）実施されることはない旨を繰り返し説明し、先方の理解を得た。併せ

て、フィリピン国内における物品、役務の購入に掛かる VAT 及び通関時における輸入税に関し

ては、運輸通信省（DOTC）が予算措置を行うことで日本側業者に還付される旨確認した。還

付には Automatic Appropriation と呼ばれる手続きが必要であり、機材がフィリピンに到着する

10 営業日より前に、実施機関（PCG）から予算管理省（Department of Budget and Management：
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DBM）に申請を行うことが求められるとのことであった。 

さらに協議議事録では、フィリピン側の免税及び衛星通信についての予算措置を確認してか

らプロジェクトを実施することとしている。確認の方法については、OPB（Operation Program in 

Budget）と呼ばれる予算書の中で、それらの項目が明記されていることを確認する。加えて、

フィリピン政府の MTPIP（Medium Term Public Investment Program）と呼ばれる 5 ヵ年計画の対

象となることで、実施の優先度が高くなるので、それだけ予算措置も早くなるとの説明が DOTC

の担当者よりあった。 

当初先方負担として検討していた PBX（Private Branch Exchange：構内交換機）については、

先方負担にすることで、日本側が調達する機材が十分な能力を発揮できない可能性があること、

金額的にも小さいことから、日本側調達とした（協議議事録には記載せず）。 

本庁と 10 管区本部を結ぶ基幹通信については、運輸通信省の次官を訪れた際に、陸上（有線）

通信とのコスト比較を行うよう求められた。実際に衛星会社から見積もりを取り寄せたところ、

衛星を用いたシステムの方が有線通信よりも割安であったことから、PCG との協議議事録にお

いては要請書どおり衛星による通信網を構築する案とした。 

衛星地球局（VSAT）の回線に用いる周波数帯については、C バンド（4-6GHz）及び Ku バン

ド（12-14GHz）が候補として挙げられたが、設置に係るコスト、維持管理の容易さ（アンテナ

の大きさ）、通信料等を考慮し、Ku バンドを用いることとした。同周波数帯は降雨の影響を受

けやすいという欠点があるが、通信が中断した場合は、短波通信によるバックアップを用いる

ことを提案し、先方もこれを了承した。 

 

6.2 現地調査結果 

上位計画との整合性については、2000 年に策定された「PCG15 年開発計画」の中に、「組織改

革」「人材育成」等に並んで「機器調達・技術開発」の項があり、本プロジェクトと一致してい

ることを確認した。 

本庁オペレーションセンター、本庁通信室、マニラ管区本部及びマニラ保安部等を視察した

ところでは、各サイトとも機材が少なすぎるせいか、活気に欠ける印象を受けた。無線機器の

状況としては、HF（High Frequency：短波）の機器については老朽化が著しく、一部稼動して

いない機材も存在するものの、VHF（Very High Frequency：超短波）については、やや機器が老

朽化しているが問題無く通信を行っていた。ただし、フランスが行った GMDSS（Global Maritime 

Distress and Safety System：全世界的海上遭難・安全システム［後述］）の機材整備が契約上のト

ラブルから中断されており、これによって外国船との連絡が不可能な状態であることから、周

辺諸国と比較して海上保安機関としての業務量は少なく、最も多く行われている通信は、国内

船への天気予報・ニュース配信である。通信記録を確認しても、本庁のオペレーションセンタ

ーにおいて VHF の通信が一日に 2 回しか行われていないなど、限定された業務を行うにとどま

っている。 
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また、現在は海難事故や災害が発生した際に、本庁に情報が一元的に集約されるようなシス

テムは無く、それぞれの管区が管区内で通信網を構築している状態である。加えて、本庁の通

信室においても、地方管区からのメッセージをテレックスで受信し、プリントアウトしたもの

を伝言ボックスに入れて担当に伝えている状況であり、即応性についても著しく低い。これら

により、本庁の担当者に情報が伝わるのは問題が解決した後、というケースもあるとのことで

あるが、本案件が実施された場合、このような状態は解決されるものと思料される。 

さらに、無線通信分野と直接の関係は無いが、訓練船の不足による船舶操縦技術の低さ、予

算不足による燃料節約のための活動規模縮小等、PCG が構造的に抱える問題により、本来海上

保安機関に期待されている活動からは程遠い活動しかできていないのが現状である。 

サンボアンガにおける治安状況については、先方との協議の中で、サンボアンガ管区本部は

海軍基地内にあること、サンボアンガ保安部は警備が行き届いていることなどから、この 2 つ

については、日本の業者が据付をすることも可能ではないかという見解が示された。しかし、

対象サイトにはこれら 2 箇所に該当しないものも含まれていることから、実施の条件について

は（据付を行わない引渡し等を含め）慎重な検討が必要である。 

他方、ローカルコンサルタントの調査によれば、PCG からの情報同様、上記の 2 箇所につい

ては日本の業者が据付を行うことも可能であろうとのことであった。しかしながら、協議議事

録において機材の調達対象となった幾つかの保安部については、危険地域も含まれるとのこと

であり、引渡し方法については、実施時の状況を見て判断する必要がある。 

環境影響評価に関しては、本案件が一部空中線の設置等を含むものの、機材調達を主として

いること、空中線を設置する場所も PCG 施設内の敷地が想定されることから、環境影響評価の

必要はないものと判断される。 

 

6.3 結論要約 

一部の通信機材は老朽化が進んでおり、機材の数量も全く不十分ではあるものの、現在所有

する機器を何とか活用して平常業務を行っている。しかしながら、既に述べたとおり、GMDSS

機器が整備されていないことにより、PCG の業務はかなり限定的になっている。ただし、業務

が少ない原因を機器の不足のみに帰することはできず、PCG には、自ら計画・立案して業務を

遂行する姿勢が強く求められる。 

また維持管理については、過去に日本の有償資金協力（沿岸無線整備事業：89 年 L/A）で整

備された本庁のオペレーションセンターを見る限り、かなり丁寧に使われており、潜在的な能

力は高いといえる。 

上記を総合的に判断すると、本案件で機材が調達された場合、これまで機材不足により不可

能であった通信を実現し、本庁－各管区の指揮命令系統が確立されるとともに、PCG の業務内

容を充実させ、捜索救助活動に大きく貢献することが可能であろう。また、PCG がこれまでの

経験を活用して維持管理を適切に行うことにより、長期間にわたる裨益効果が期待できること
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から、無償資金協力として実施する妥当性は認められる。 

なお、本件実施にあたっては適宜の時期に基本設計調査を実施することが求められるが、そ

の際の留意点としては以下が挙げられる。 

z VAT 還付が適切に行われること、及び機材調達後の予算（主に衛星中継器の使用料）が確保

されること 

z ミンダナオの治安状況に関して最新の状況を確認し、実施方法について検討すること 

z 本調査では衛星系の周波数として Ku バンドを提案しているが、実運用において（降雨減衰

等による）問題がないかを再度確認すること 

z 本案件が実施された場合の PCG の活動計画（連絡体制の構築等）を確認すること 

z プロジェクト実施後、先方ができる限り自助努力による機材更新を行うことができるよう、

初度経費及び維持管理経費を含む運営・維持管理計画を提案すること 



           第２章 要請の確認 

 



－8－ 

1．要請の背景・経緯 
フィリピン国（以下、「フィ」国）は 7,109 の島々からなる島嶼国で、全面積は 299,404km2、

総人口は西暦 2004 年の政府推計で 8,624 万人となっている。気候的には亜熱帯モンスーン地帯

に属し、モンスーン及び台風の影響を受け、毎年のように暴風雨による損害を被っている。ま

た、火山活動が活発で、地震・津波の被害も多く発生している。これらの自然災害は、海上交

通にも影響を与え、船舶の転覆・沈没・衝突・座礁等の海難事故を引き起こす原因となってい

る。また、島嶼国である「フィ」国にとって海上の安全維持は重要な課題である。「フィ」国近

海は、日本船籍を含む国際貨物船（特に燃料用タンカー）の交通量が多い重要な海域となって

いるが、この海域では麻薬・拳銃等の密輸、爆薬を使った違法な漁業、海賊等の犯罪が増加し

ており、これらは日本にも直接・間接に無視できない影響を及ぼしている。 

「フィ」国において、海難救助、海上の安全維持や犯罪取り締まりについては PCG が所掌し

ており、必要に応じた活動をしているが、活動時に必要な PCG 専用の通信網（以下、「警備通

信網」）が、「フィ」国の予算・人員不足のため十分には整備されていない。したがって、「フィ」

国近海は救難と警備の両面で問題の多い海域となっている。 

このため、「フィ」国政府は、警備通信網の整備を中長期開発計画の中に盛り込み、重要施策

の一つとして位置付け、災害救助船の整備事業と併せて総合的な救難・警備システムの整備に

取り組もうとしている。警備通信網は、本庁－管区本部－保安部－保安署－救助船／航空機間

を相互に確実に結び付ける沿岸警備隊専用の通信システムで、迅速かつ確実な連絡及び指揮・

命令のために不可欠なものである。現状の通信システムは過去の海軍時代に整備された旧式の

ものであり、緊急通信の際に特に求められる確実性に欠けていることが指摘されている。実際

に指揮官と現場の間で効果的なコミュニケーションが取れずに救助活動に大きな支障が生じた

事例が発生している。また、秘匿性が不十分なため犯罪取締りに支障を来している。 

警備通信網は、前述のように確実性と秘匿性が要求されることから、我が国をはじめとする

先進諸国では、それぞれの海上保安機関が一般回線とは独立した専用の回線を確保しており、

海運国家である「フィ」国においても、人命及び財産保護の見地から、また、昨今の海賊対策、

薬物・拳銃等の密輸対策、密漁対策等の見地からも、既存通信システムの近代化かつ専用化が

緊急に求められている。 

かかる状況の下、PCG によって 2000 年 7 月に策定された「PCG15 年開発計画」は、PCG に

求められる様々な機能を果たすための開発計画として、「組織改革」「人材育成」「政策策定」「機

器調達・技術開発」等を挙げている。このうち機器調達については、主に船舶（巡視船、巡視

艇、警備艇、設標船等）、航空機、無線機器、備品（救命胴衣、ゴムボート、潜水用タンク等）

の整備を目標としており、PCG がその機能を果たすためには通信体制を強化する必要があるこ

とが謳われている。 

DOTC では 2001 年より本件への無償資金協力を要請すべきか否かの検討を行ってきた。幾度

かの見直しの後、「フィ」国政府は 2003 年、緊急に配備する必要性の高い機器に限定して、日
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本への無償資金協力を要請した（具体的な要請内容については、第 1 章「1. 要請内容」を参照）。

上述の事情に鑑み、要請目的は妥当と思われるものの、その実施に際しては、①実際の通信事

情、②先方の運営・維持管理能力、③要請サイトの一つであるミンダナオ島サンボアンガへの

対応（治安状況を踏まえ、サイトとするか否か、また対象サイトから外す場合は代替案を検討）、

④現地据付業者の能力等の前提条件について確認する必要がある。それらの条件を確認し、無

償資金協力としての妥当性を検証するため、独立行政法人 国際協力機構（JICA）が今般予備調

査を実施したものである。 
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2．PCG 通信体制の現状と問題点 

2.1 現行 PCG 通信システムの概要と問題点 

PCG の通信システムとしては、本庁と全国に点在する管区本部及びその出先機関を結ぶ①

PCG 部内通信網、並びに航行船舶との通信を行う②マニラ中央通信所（マニラ海岸局）と新し

い海上遭難・安全通信システムである③GMDSS（Global Maritime Distress and Safety System：全

世界的海上遭難・安全システム）がある。 

 

(1) 部内通信網 

PCG の組織は、司令機能を担う本庁以下、管区本部、保安部、保安署、巡視船艇、航空機

及び専門部隊で構成される。海上保安業務を実施するに当たっては、本庁からの指令を末端

まで効率良く伝達し、かつ、現場の情報を本庁まで正確・迅速に伝達する必要がある。 

現行の PCG 部内通信網は、図 2-1 現行 PCG 通信システムのとおり、主として HF 送受信

機と VHF 送受信機による無線通信で成り立っており、これを補完する形で一般電話や携帯電

話を利用している。 

 

1) 本庁と管区本部間の幹線通信系 

HF SSB 送受信機と無線テレタイプを使用し、音声とテキストベースの低速度データ通信

を行っている。 

HF による通信は広範囲をカバーできるものの、電離層の変動による影響を受けやすく、

安定した通信を確保することができない。また、近接の周波数と混信しやすく、海上保安

用の通信システムとしては能力が不十分である。殊に、災害・事故発生等の緊急時に要求

される信頼性、即時性、当事者間通話及び大量の情報伝送に対応するのは困難である。 

 

2) 管区本部と保安部、保安署等間の支線通信系 

HF SSB 送受信機と VHF FM 送受信機が使用されている。 

VHF は、明瞭度が高く比較的安定した通信ができるものの、距離の離れた保安部、保安

署等との通信には使えない。また、現在設置されている送受信機の大半が旧式であるため、

機能低下や故障して運用できないものも多い。 

なお、全国各地に配置されている 182 の保安署のうち、77 パーセントは通信設備が設置

されていない。 

 

3) 一般電話と携帯電話 

HF 及び VHF を補完する形で使用されている一般電話と携帯電話については、現実的な

問題として通信料の負担問題（職員個人の携帯電話を使用するケースも存在する）がある

ほか、災害発生時等において回線が許容範囲を超えてしまうなど通信不能に陥りやすく、
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捜索救助機関である PCG に取ってはあくまでもバックアップとしての位置付けである。 

 

(2) マニラ中央通信所（マニラ海岸局） 

マニラ中央通信所（マニラ海岸局）は、航行船舶に対し、無線による電話・電報等の公衆

通信サービス、港内交通整理のための港務通信及び国際条約に規定される海上遭難・安全通

信を提供するため、沿岸無線整備事業（Maritime Communication Project：MCP）というプロジ

ェクト名で、OECF 借款事業（1989 年 5 月 L/A）により建設され、1996 年 3 月に完成した。

通信運用を行うオペレーションセンターをマニラ地区の Mandaluyong（マンダルーヨン）市

に設置し、その北方に受信所、南方に送信所を配置する 3 点構成となっている。 

完成後、マニラ港周辺及びその沖合海域をカバーし、遭難・安全通信を含む航行船舶との

窓口としての通信を実施してきたが、「フィ」国においては後述するとおり、SOLAS 条約の

改正に基づく GMDSS への対応が未完成のままとなっており、外航船舶との通信は VHF の音

声通信を除いてできない状況になっている。 

施設・機器は、スペアパーツの不足はあるものの、予備機のユニットを活用するなどして

比較的に良好に維持管理されている。 

 

(3) GMDSS（Global Maritime Distress and Safety System：全世界的海上遭難・安全システム） 

1912 年のタイタニック号の遭難を契機として構築された旧来の海上遭難・安全通信システ

ムは、モールス通信を主体とし、かつ、船舶相互間の援助を柱とするものであった。その後

1985 年 6 月に発効した国際 SAR 条約（1979 年の海上における捜索及び救助に関する国際条

約）に対応することを目指して、1988 年に「1974 年の海上における人命の安全のための国際

条約（74SOLAS）」の改正が行われ、衛星通信やデジタル技術を活用し、船舶は付近航行船舶

のみならず、陸上の当局から常に援助を受けられる、即ち世界の海に遭難安全通信の空白を

作らないという狙いの GMDSS が制度化され、各国は 1999 年 2 月までに GMDSS 対応の無線

機器を船舶や海岸局に導入することが求められた。 

「フィ」国の GMDSS 計画は、DOTC の GMDSS プロジェクト室が所掌しているが、1998

年 10 月に仏国の ODA を受け、全国 19 箇所の PCG 海岸局に GMDSS 機器を設置するために

仏国企業と契約した。工期は当初 16 か月、即ち 2000 年 1 月に完工の予定であったが、コン

トラクターからの要請で 5 ヵ月間の工期延期を行った。しかしながら、それでも工事は完成

せず、コントラクターは更に 19 か月の延期と契約額の増額を求めた。しかし、「フィ」側が

これに応じなかったため、結局コントラクターは 2000 年 7 月に工事を打ち切った。この結果、

アジア地区のほとんどが既に GMDSS を運用中（一部は工事中）であるが、「フィ」国だけは

未対応のままとなっている（2.6 他ドナーの援助動向に詳述）。
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図2-1 現行PCG通信システム 
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2.2 現地調査対象箇所の通信機器の現状 

(1) マニラ地区 

1) 本庁（PCG HQ）  

通信室(Radio Room)では、常時 1～2 名の通信員が配備され、各部門からの指令を HF テレ

タイプにより指令先管区本部へ送信、また、地方管区からの情報を HF テレタイプにより受

信し、印刷したメッセージを本庁内関係部門へ伝言ボックスにより配信している。このよう

な状況では即応性が著しく低い。その他必要に応じて音声通信を実施しているが、通信量は

少ない。 

司令センター（Action Center）は存在するものの、業務を実施するに当たり、HF/VHF によ

る断片的な通信では、本庁からの指示を末端まで、かつ末端からの情報を本庁まで効率よく

伝達することはできない。業務を効率的に行うためには、通信士を介さず、かつ外部的な要

因に左右されない当事者間の指揮系統が必要不可欠である。 

 

2) 第 1 管区本部（H1CGD Manila） 

VHF 送受信機のみ運用しており、近距離通信のみとなっている。遠距離通信用の短波送受

信機は故障しており、運用に供していない。 

本庁との連絡は使送で行っている。 

 

3) 保安署（Hospicio de San Jose 及び Delpan） 

VHF 送受信機のみ運用しており、近距離通信のみとなっている。 

 

4) 航空基地（Coast Guard Aviation Group) 

航空用 VHF 送受信機 1 台のみ運用しており、対航空機との通信は非常に近距離に限られて

いる。VHF のエリア外では携帯電話を利用しているのが現状であり、本来の任務を遂行でき

ないどころか、航空機の安全上も問題である。 

 

5) 設標船（AE-891, Corregidor） 

本船は、日本の援助により導入された大型設標船であり、就役後約 7 年経過しているが、

船内に装備された通信機器（VHF DSC/FM 電話, MF/HF DSC/NBDP SSB 電話、NAVTEX など）

は GMDSS に合致した設備であり、良好に維持管理されている。 

 

6) 巡視船（SAR-001, San Juan） 

オーストラリアから導入された大型巡視船であり、就役後約 5 年経過しているが、船内に

装備された通信機器（VHF DSC/FM 電話, MF/HF DSC/NBDP SSB 電話、NAVTEX、インマル

サット海事衛星システムなど）は GMDSS に合致した設備であり、極めて良好に維持管理さ
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れている。 

 

7) マニラ中央通信所（マニラ海岸局） 

a. オペレーションセンター（Mandaluyong） 

送信所及び受信所間との通信情報を制御・運用するコントロール・センターである。 

ほとんどの設備が 1991 年～1992 年に導入され、既に 10 年以上使用されているが保守状

態が良く、運用室内も清潔に保たれている。 

同センターの一日の通信量は VHF では一般通信と部内通信が数回、HF では電信による気

象情報を主とし、数回程度送信している。 

送信所とオペレーションセンター及び受信所とオペレーションセンターを結ぶ回線は

2003 年までは 2GHz 帯の無線通信システムにて運用されていたが、携帯電話の進出で混信

問題が浮上し、本回線は運用停止されている。(注) 

代替回線として、送信所～オペレーションセンター間は商用回線（SMART Telecom）から

回線容量 E1（64kbps×32 回線で 2Mbps）、受信所～オペレーションセンター間は商用回線

（GLOBE Telecom）から回線容量 E1 の無償リースの提供を受けている。これらの回線は、

企業の経営状態等に伴い、無償での提供を受けられなくなる可能性もあることから、将来

性・安定性に欠けることは否めない。 

  

 b. 送信所（Taguig） 

2 台ある中波送信機は問題なく運用されている。12 台ある短波送信機のうち 3 台は障害の

ため運用されていない。また、予備品のストックがないため、1 台を予備品用として、必要

に応じて部品を抜き取り、予備部品に当てている。 

室内の空調設備が不備であり、送信機の発生熱と相俟って室温がかなり高く、そのためド

アが開放されているので、室内が埃っぽい状態となっている。 

アンテナ敷地内にイスラム系住民が畑を耕すなどし、アンテナ系は約半数がケーブルなど

の盗難にあっており、運用できない状態にある。 

 

c. 受信所（Balagtas） 

全ての受信機が稼動しており、付帯設備にも特に問題はない。 

  

 (注) 1995 年の世界無線通信会議（WRC［World Radiocommunication Conference］-95）にお

いて、移動無線通信の周波数帯域が次のように決議された。 

  ‐Future Public Land Mobile Telecommunication System（FPLMTS）：  

   1885～2025 MHz 及び 2110～2200 MHz 
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(2) セブ地区 

1) 第 2 管区本部（H2CGD Cebu） 

VHF 送受信機、HF 送受信機が設備され運用されているが、近隣の保安部あるいは保安署へ

の連絡に伝言ボックスを利用しており、即応性が著しく低い。また管区本部間の適切な通信

手段はなく、支障を来たしている。 

 

2) Cebu 保安部 

VHF 送受信機が設備されているが、その運用は限られている。管区本部間通信には伝言ボ

ックスを利用している。 

  

3) Danao 保安署 

VHF 送受信機が設備されており、CH-16（遭難、安全及び呼出用周波数）に対応している。 

 

(3) サンボアンガ地区 (ローカルコンサルタントによる調査) 

1) 第 3 管区本部（H3CGD Zamboanga） 

HF送受信機及びVHF送受信機が設備され運用されているが、通信品質は良好とは言えず、

漏話・妨害現象などがある。他の通信手段として携帯電話や一般電話回線を利用している。 

 

2) 保安部（Zamboanga 及び Pagadian） 

HF 送受信機及び VHF 送受信機が設備され運用されているが、通信品質は良好とは言えな

い。他の通信手段として携帯電話や一般電話回線を利用している。 

 

3) 保安署（Sangali, Recodo, Basilan, Lamitan, Naga, Malangas, Margosatubig 及び Oltanga） 

 PCG 専用の通信設備はなく、携帯電話や宅配便を利用している。 

 

踏査した各サイトの現有通信設備の状況は、付属資料 2  PCG が保有する通信機器

“Inventory List for Existing Facilities / Equipment for PCG Communication Systems”のとおり

である。 
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2.3 PCG 保有の無線通信機器 

PCG が全国に配置している無線通信機器は、次の付属資料のとおりである。 

各リストとも比較的に几帳面に整理されていることから、管理体制はかなり良好と思われる。 

  （付属資料 2 PCG が保有する通信機器） 

z Radio Equipment for HPCG & PCG Major/Special Units 

z Radio Equipment for CG Stations & CG Detachments 

z Radio Equipment for Manila Coast Station 

 

2.4 PCG 通信の運用維持に関する体制 

 (1) 組織 

本庁に、スタッフ組織として装備・通信・電子・情報部門の計画を担当する「CG11」が設け

られている。また、実施組織として「装備・通信・電子・情報部隊（HCGWCEISS：Hqs Coast Guard 

Weapon, Communication, Electronics and Information System Service）」が設立され、装備・情報通

信を一元的に所掌している。 

管区本部には、通信担当組織はなく、本庁から「WCEIS Mobile Repair Teams」を派遣して維

持管理を行っている。 

PCG は本プロジェクトが実施された場合、図 2-2 Organizational Setup のとおり、本庁に

「VSAT グループ」を設置するとともに、各管区本部に「VSAT ユニット」を配置する計画とし

ている。 

 

図 2-2 Organizational Setup 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 要員 

装備・通信関係の要員は、士官、兵員、技術員で構成されているが、表 2-1 PCG 通信関係

要員の推移のとおり、この数年増員されつつあり、現在は、士官 6 名、兵員 24 名、技術員 51

名の計 81 名となっている。 

HCG WCEISS

Material Support 
Group 

Weapons 
Ordnance Group

ICTG VSAT Group

CG District 
VSAT Units  

Maritime Comm. 
Group
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本プロジェクトが実施されれば、前記の組織の拡充に合わせ、大幅な増員が見込まれる。現

在、PCG は海上治安対策という国策の観点から大幅な定員増を計画しており（PCG15 年開発

計画の中で、2000年の3,480人から2015年までに12,600人へ増員することが記載されている）、

組織拡充と増員は比較的容易に実行されるものと考える。 

 

表 2-1 PCG 通信関係要員の推移 

要      員 
西 暦 士 官 兵 員 技 術 員 合 計 
2000 2 10 5 17 
2001 3 6 4 13 
2002 2  45 47 
2003 4 21 47 72 
2004 5 24 51 80 
2005 6 24 51 81 

       出所：HCGWCEISS, PCG 

 

(3) 予算 

PCG 通信関係の予算は、表 2-2 PCG 通信関係予算の推移のとおり、毎年増額されつつあり、

2005 年度予算は、人件費を除く物件費が 14,000,000 ペソとなっている。責任者によれば、次年

度も増額の見込みとのことである。 

これらのことから、本プロジェクト実施後の維持管理予算は確保しやすい環境にあると考え

られる。しかし、予算枠そのものが小さいことを考慮し、本プロジェクトの計画に当たっては、

極力維持管理予算を圧縮し、かつ、将来の増額につながらないよう考慮する必要がある。 

 

表 2-2 PCG 通信関係予算の推移 

   

 

 

 

                                                                                                    

 

 

                         出所：HCGWCEISS, PCG 

 

(4) 研修 

通信関係の研修については、海軍から移行後しばらくは海軍の研修プログラムに依存するこ

とが多かったが、次第に民間研修機関への委託に変換を行っている。 

西 暦 予算（人件費含まず）

2000 データなし 
2001 データなし 
2002 8,100,000 peso 

2003 12,120,000 peso 
2004 12,852,000 peso 
2005 14,358,000 peso 
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2005 年度の民間委託研修として、表 2-3 Education and Training Program for 2005 のとおり

要求を行っているが、このうち 30%程度が認められる予定とのことである。 

前述したとおり、マニラ海岸局が比較的に良好に維持管理されていることを考えると、研修

制度がかなり効果を発揮しているものと思われる。したがって、本プロジェクト実施に際して

も工場研修、OJT 研修等を適宜実施することが望ましい。 

 

 

表 2-3 Education and Training Program for 2005 

  (Unit: Peso) 
No. Program Expenditure 
1 ORSITE Activity 25,000.00
2 TI & E 10,000.00
3 Firing Familiarization 15,000.00
4 RM Specialization Course "A" 300,000.00
5 Basic Radio Operation 51,000.00
6 Networking Essentials 20,000.00
7 Telecom Cable Splicing 22,000.00
8 Optic Fiber Splicing & Testing 27,500.00
9 Satellite Comms Technology 33,000.00

10 Digital Telephone Switching 30,000.00
11 Basic Telecoms Technology 31,000.00
12 Digital Telephone Switching 82,000.00
13 Network Management & Security 51,000.00
14 Database Programming 41,000.00
15 AUTOCAD 26,000.00
16 Enhancing Comms Skills 25,000.00
17 Basic Electronics 22,000.00
18 Microcomputeer Hardware Fundamentals 22,000.00
19 Advance Microcomputer Hardware Servicing 22,000.00
20 Applied Telephony 27,500.00
21 Developing Web Animations using Flash 26,000.00
22 Administering Windows Network Infrastructure 20,000.00
23 Linux+(blended learning) 24,000.00
24 Linux Network Administration 28,000.00

                            Total 981,000.00

Source :HCGWCEISS, PCG  
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2.5 ミンダナオ地区の治安状況 

本プロジェクトの対象地域である第 3 管区は、本部をサンボアンガ市に置き、ミンダナオの南

西部に次の 6 保安部を配置している。 

z サンボアンガ保安部（CGS Zamboanga） 

z ダプタン保安部（CGS Daputan） 

z パガディアン保安部（CGS Pagadian） 

z マプン保安部（CGS Mapun） 

z ジョロ保安部（CGS Jolo） 

z ボンガオ保安部（CGS Bongao） 

 

上記保安部のうち、本予備調査にてローカルコンサルタントに委託して実施した、サンボアン

ガ地区及びパガディアン地区の治安状況に係る概略は以下のとおりである。 

 

(1) 第3管区本部（H3CGD Zamboanga） 

第 3 管区本部はサンボアンガ市内にある南西部フィリピン海軍基地の敷地内に設置されてい

る。常時海軍の警備下に置かれているため、治安の問題はない。また、サンボアンガ市内につ

いても現時点では警察や軍隊により常時警備されているので市内での行動、外国人企業による

建設工事などにも問題はないとのこと。 

 

(2) サンボアンガ保安部（CGS Zamboanga） 

サンボアンガ保安部はフィリピン港湾局（PPA：Philippine Ports Authority）により運営されて

いるサンボアンガ港湾地域内に設置されている。日常の警備は治安機関により厳重に実施され

ているので治安上の問題はない。 

 

(3) パガディアン保安部（CGS Pagadian） 

パガディアン保安部は PPA により運営されているパガディアン港湾地域内に設置されている。

日常の警備は治安機関により厳重に実施されているので治安上の問題はない。 

 

以上のように、現時点においてローカルコンサルタントが調査した 2 地区に関しては治安上の

問題は見られないが、残りの 4 保安部については、これらのサイトと比較して安全度が確実に下

がるものと予想される。したがって、プロジェクト実施時点においては最新の治安状況・安全状

況に係る情報収集に努め、必要に応じて、ミンダナオのみ日本人業者による据付を回避する等の

方法を取る必要がある。 
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2.6 他ドナーの援助動向 

「フィ」国の GMDSS 計画は、1998 年 10 月に仏国 ODA により、仏国企業と契約し工事を進め

ていたが、契約上のトラブルから 2000 年 7 月に工事が打ち切られたままとなっている。 

本プロジェクトの現状等について、DOTC の GMDSS プロジェクト室に聞き取りを行った結果

は、次のとおり。 

 

 聴取相手：R.L. BORRES 氏（Project Director, Communications Program Management Office, DOTC） 

          P.C. GARABILES 氏（Project Manager, GMDSS Project, DOTC） 

 

(1) 経緯 

「フィ」国の GMDSS 計画は、DOTC の通信プロジェクト管理部 GMDSS プロジェクト室が

所掌している。 

全国 19 箇所の PCG の海岸局に GMDSS 機器を設置するため、1998 年 10 月に仏国 ODA（ソ

フトローン 60%、市中銀行ローン 40%）により、仏国の Thomson CSF（現在は Thales に社名変

更）と契約した。契約額は、781,386,964 ペソ（当時のレートで約 22.6 億円）。 

工期は当初 16 ヶ月、即ち 2000 年 1 月に完成させる予定であったが、コントラクターからの

要請によりその後数ヶ月工期延長を行った。しかしながら、それでも工事は完了せず、結局 2000

年 7 月にコントラクターの Thomson CSF が工事を打ち切った。 

 

(2) 現状 

z 全体の 70%の計画が進んだところで打ち切られたままとなっている。 

z 6 局は完成したが、運用はできていない。 

z 全ての機器とアンテナは、各サイトに、また一部は Balagtas 受信所に届けられ、コンテナ

に保管されたままとなっている。 

z コンテナ内の通信機器は長期の屋外保管で劣化が進んでいる。 

z 海岸に近い局の建物の壁、スチールドア・窓、燃料タンク、外灯やフェンスは、メンテナ

ンスが行われていないため、今でも劣化が進んでいる。 

z コントラクターは一方的に 2000 年 7 月に打ち切り、DOTC からの最後通告にも拘わらず、

工事の再開を拒否し、協議は 2002 年 3 月に打ち切られたままとなっている。 

 

(3) 工事中断の原因等 

z 工事期間は当初 16 ヶ月の契約であったが、コントラクターから工期延長の希望が出され、

5 ヶ月間延長した。しかし、その後更に 19 ヶ月の延長の申し入れがあった。 

z 契約額の大幅増額の契約変更を求めてきた。 

z 「フィ」国としては、これらの要望に応じなかった。 
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z 完成した局舎、機器保管のコンテナの鍵は、今でもコントラクターが持ったままとなって

いる。 

 

GMDSS については、「フィ」国と仏国の間でトラブルになっている事項であり、日本がこれに

対して正面から新たな援助を計画することは困難である。しかしながら、先方からの要請どおり

衛星系、VHF、HF のみを整備したのでは、PCG 内部の連絡体制強化にとどまり、実際に遭難警

報を発する船舶との通信が不十分であるため、プロジェクト効果は減殺される。 

他方、仏国 ODA による GMDSS の整備対象であった 19 の海岸局のうち、マニラ海岸局は日本

の円借款で建設された局である。そこで、この局のリハビリを行う名目で、本無償資金協力プロ

ジェクトにより GMDSS 機器を同海岸局に整備することができれば、マニラ港周辺及び沖合海域

の遭難・安全通信体制を国際基準にまで改善することが可能となり、プロジェクトの効果は飛躍

的に高まる。 

この案を GMDSS プロジェクト室の担当者に示したところ、先方からは賛意が示され、是非と

も実現してほしいとのコメントがあった。 

 

    （入手資料） 

z 表 2-4 Executive Project Brief 

z 図 2-3 GMDSS Network and DSC Area Coverage 
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表 2-4 Executive Project Brief 

 

Project Name      Global Maritime Distress and Safety System (GMDSS) 

 

Description Establishment of shore-based communications facilities for  GMDSS through 

the construction of Maritime Search and Rescue Communication 

(MASARCOM) Stations in 19 sites nationwide 

 

Objective          To provide effective and reliable communication network for distress alerting 

and dissemination of maritime safety information to promote the safety of ships 

and person on board 

 

Location          Manila, Davao, Cebu, Puerto Princesa, Batangas, Iloilo, San Fernando,  

Zamboanga, Aparri, General Santos, Legazpi, San Jose, Surigao, Lucena, Real, 

Cagayan de Oro, Roxas, Cotabato and Tacloban 

 

Contractor        Thomson CSF NCS France (now Thales) 

 

Contract Cost      Foreign: FrF 106,529,048.00 

                  Local: Php 136,087,256.00 

                  Total: Php 781,386,964.00 

 

Funding Source    French Protocol 

 

Effective Date      October 8, 1998 
Of the Contract 
 

Project Duration   16 months 

 

Project Status     ・Overall project accomplishments is 70.29% based on July 2000 assessment. 

                 ・Project implementation was suspended since July 15, 2000. 

                 ・ Six (6) sites (Aparri, Real, San Jose, Surigao, Zamboanga and Cagayan de 

Oro) have been completed. 

                 ・Construction of civil works in seven (7) sites (Manila, Davao, Cebu, San 

Fwenando, General Santos, Lucena and Roxas) were abandoned by the 

contractor. 

                 ・All communications equipment and antenna towers (except the MF and 

Microwave System for Puerto Princesa) have been delivered at site and some 
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are stored in Balagtas Receiving Station. 

                  ・ Estimated disbursement from the contracted amount is about FrF 

80,072,341.52 and Php 63,421,194.27 for foreign and local portion 

respectively. 

                  ・First negotiation for the mutual termination of the contract has been terminated 

on March 13, 2002 due to unacceptable provision of the termination 

agreement. 

                  ・A committee was created to assist the Chairman, CICT in resolving the 

impasse. 

 

Problems/Issues   ・Contractor unilaterally suspended the project implementation on July 15, 2000 

and refused to resume work despite the issuance of final notice from DOTC. 

                  ・Communications equipment inside the container van would have been 

deteriorated due to long exposure to sunlight. 

                  ・Building walls, steel doors/windows, fuel tank, perimeter lights and fences are 

now in the state of deterioration due to lack of maintenance especially those 

near the sea. 

                  ・Some parts of MF antenna system, manhole steel cover and grounding wires 

were stolen in Cebu station. 

 

 

  Source : GMDSS Project Office, DOTC 
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図 2-3 GMDSS Network and DSC Area Coverage 
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3．要請内容の妥当性の検討 

3.1 要請内容 

海難事故に伴う人命・財産の損失を軽減すること、また、海上災害に際して迅速な対応と効率

的な捜索救助作業を遂行することを目的として、効率的かつ信頼性のある音声とデータの通信シ

ステムを構築するため、概算見積もりとともに次の通信機材を要請している（要請額 6.7 億円）。 

 

z 本庁及び 3 管区本部 (マニラ、セブ及びサンボアンガ)用 VSAT＊衛星システム 

z 本庁、3 管区本部及びそれらの保安部（19 箇所）、保安署（65 箇所）用 VHF 送受信機 

z VHF リピーター付き可搬型 VSAT 通信システム（１式） 

z スペアパーツ・測定器 

*VSAT：Very Small Aperture Terminal（超小型衛星通信地上局） 

 

 

3.2 要請内容の検討 

(1) 無償資金協力による改善策とその意義 

「フィ」国の周辺海域は、日本のものを含む国際貨物船（特に燃料用タンカー）の海上交通

が極めて多く、また、島嶼国であることから、国内においても人と貨物の輸送を海路に大きく

依存している。また漁業も盛んであり、多数の中型・小型船が周辺海域において操業している。 

これらのことから、必然的に海難や油濁事故の発生が多く、大海難の事例がしばしば見られ

る。また、海上警備の難しさを突いた密漁、薬物・銃器の密輸、海賊・海上テロ等の犯罪行為

も数多く存在する。 

これらの各種の海上災害と海上犯罪に対応しなければならない PCG にとっての最優先課題

は、情報の迅速・的確な入手と伝達であり、その通信システムを構築することである。 

2.1 に記した PCG 通信システムの現状と問題点を踏まえ、PCG 通信システムを我が国の援助

により強化することは、同国とその周辺海域で多数の船舶を運航させている日本にとって、極

めて意義のあることであり、昨今の情勢 －大海難の発生、台風・津波等自然災害への対応、海

賊・海上テロ対策－ 等を勘案すると早急な取組みが求められる。 

 

 (2) コーストガードの通信に求められる要件 

海上保安業務の迅速・的確な遂行のためには、航行船舶等の外部からの情報を確実に入手し、

その情報を基にコーストガード内部の指揮命令系統の中で情報の伝達、指揮命令を円滑に講じ

る必要がある。 

前者の外部との情報ネットワークは、一般電話やインターネットなどのほか、国際条約に規

定される国際 VHF、GMDSS 等であり、いわゆる公衆ネットワークである。 



－26－ 

一方で、コーストガード内部の情報ネットワークは、多くの国の海上保安機関や警察機関が

採用しているように、災害にも影響を受けにくく、信頼性、確実性及び迅速性に優れ、違法行

為の取り締まりにも適した専用ネットワークであることが求められる。専用ネットワークには、

公衆ネットワークと比較して以下のような利点がある。 

z 災害時にトラフィックが集中して、回線のパンクが発生するようなことがない 

z （公衆網の場合、有線・無線の複合ネットワークが多いが）無線のみでネットワークを構

築した場合、災害時に物理的な通信インフラ被害の影響を受けにくい 

z 虚偽の通報等、妨害行為の影響を受けにくい 

z 不法行為の取り締まり時に傍受されにくい 

z 災害時・事件発生時等で通信が輻輳する場合でも弾力的な回線割当が可能 

  

(3) 要請内容に対する考察 

1) 通信システム構築の考え方について 

当初要請では、部内通信用として衛星回線と地上無線回線（VHF）を組合せた通信システ

ムが提案されている。 

遠距離の通信回線として衛星回線を利用することは、島嶼国であること、システムに拡張

性があること、リース地上回線などに比し使用料が低廉であること等を考慮し、極めて妥当

な選択であり、一定の帯域を PCG 専用に契約することで、耐災害性を有する PCG 専用回線

が構築可能である。また、可搬型衛星通信装置を導入することで、保安部・保安署及び災害

現場付近に仮設・運用することにより、PCG 通信の機動力が強化される。 

ただし、衛星回線は使用帯域に応じてトランスポンダ（中継機）使用料を毎年支払わなけ

ればならないので、維持管理予算を考慮して必要最小限としなければならない。すなわち、

幹線通信系は衛星回線、支線通信系は運用経費をほとんど必要としない地上回線（VHF/HF）

と、明確に区分すべきである。 

 

2) 整備対象箇所について 

当初要請では、本庁のほか、全国 10 管区のうち、主要海域を管轄する 3 管区（マニラ、セ

ブ及びサンボアンガ）の管区本部及び保安部・保安署を整備対象としているが、これは対象

化管区と残り７管区との間に地域的に大きな較差を作ることになる。 

このことは、今回の計画に引き続いて第 2 期、第 3 期の計画が必要になることを意味する。

もし次の計画が遅れることになれば、地域的アンバランスの期間が長期間になり、コースト

ガードの業務遂行上大きな支障が生じることになる。また、今回使用するトランスポンダの

空きがなくなる可能性も出てくる。従って、衛星回線を使用する幹線通信系については、今

回のプロジェクトで 10 管区本部まで一括整備し、全国的なバランスを確保するというアプロ

ーチが妥当であろう。 
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また、支線通信系のうち保安署については、職員数が数人という小規模事務所であり、機

材の管理能力の面から考えて、また、現在 PCG では全国 182 の保安署の統廃合を検討中であ

ることを考慮して、本無償案件の対象としないことが適当である。 

 

3) 部外通信システムについて 

前述したとおり、「フィ」国においては、SOLAS 条約に定める GMDSS システムの建設が

仏国企業との契約上のトラブルで中断したままとなっている。この事情を考慮してか、要請

には部外通信システムの改善は含まれていなかった。しかし、その業務内容に鑑み、本来コ

ーストガード通信は、部外通信と部内通信がある程度バランスよく整備されることが必要で

ある。 

「フィ」国と仏国間でトラブルになっている GMDSS について、日本が正面から取り組む

ことは避けるべきである。しかし、日本の援助（円借款）で建設され、現在も良好に維持管

理されているマニラ中央通信所（マニラ海岸局）について、今回の無償資金協力プロジェク

トで一部リハビリを行い、結果としてマニラ港周辺及び沖合海域の遭難・安全通信体制を国

際基準にまで改善することは、PCG の業務内容を充実させるのに極めて有効な方法であると

考えられる。 

また、先般発生したスマトラ沖地震は周辺諸国に大きな教訓を残したが、これに関連して

国際海事機関（IMO：International Maritime Organization）において現在日本が提案している「津

波警報の最優先取扱」に関する NAVTEX 航行安全情報放送システムについても、本プロジェ

クトの中で既設のモールス送信機を一部改修することにより容易に実現できることから、部

外通信システムの一部リハビリに関する裨益効果は非常に大きいと言える。 

 

4) 航空通信システムについて 

要請では、航空通信の改善の必要性は謳われているが、具体的な要請項目としては記され

ていない。しかし、航空基地の現地調査の結果、PCG は老朽した航空 VHF 送受信機のみを

保有し、基地からわずか 20 キロメートルまでしか通信できず、ほとんど携帯電話のメール機

能で対応し、そのエリア外では通信できない状態で飛行しているとのことであった。 

かかる状況を考慮し、コーストガードの業務遂行上からも、航空機の安全面からも、航空

機の行動範囲を全てカバーできる HF 送受信機の設置は必要不可欠である。 



   第３章 結論・提言 
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1．協力内容スコーピング 

1.1 協力内容の基本的な考え方 

「フィ」国側の予算規模と運用経費の低廉化（かつ将来の増加につながらないこと）、現地調査

結果、及び総体的にバランスの取れた通信網を構築すること等を念頭に PCG と協議した結果、協

力内容の基本的な考え方は以下のとおりとすることが適当である。 

(1) 基本方針 

1) 「フィ」国側の予算規模を考慮したシステム構成・規模とする。 

2) 運用維持経費（特に、衛星トランスポンダの年間使用料）を極力圧縮し、かつ将来増加し

ない方式とする。 

3) 全体的にバランスの取れた通信網を構築する。 

 

(2) 整備方針 

1) 幹線通信系 

a. マニラ地区～各管区本部間、及び管区本部相互間の幹線通信系を優先整備する。  

b. マニラ地区と各管区本部間は衛星回線（VSAT）、マニラ地区内はマイクロ回線（7.5GHz）

によって結ぶこととし、電話とデータの同時使用を可とする。 

c. VSAT HUB（制御局）は、本庁庁舎が近い将来移転する計画があることを考慮し、マニラ地

区の Mandaluyong 市にある中央通信所に設置する。 

d. 応急通信回線用の VSAT 可搬型 1 式を本庁に保有し、全国の保安部・保安署・災害現場に

運搬・仮設して使用する。VSAT 可搬型は、電話とデータの交互使用方式とする。 

 

2) 支線通信系 

a. 管区本部～保安部・保安署間の支線通信系は、地上回線（VHF/HF）による。 

b. VHF 回線を基本として、遠隔地は HF 回線とする。 

c. 今回のプロジェクトでは、主要海域を管轄するマニラ、セブ及びサンボアンガ地区の保安

部を対象とする。（ただし、小規模事務所の保安署は対象としない。） 

d. サンボアンガ地区の遠隔地の保安部は、治安上の見地から、据付工事を伴わないコンパク

トな HF 送受信機を提供することとし、必要に応じて PCG 側で据付を行う。（基本設計調

査時に最新の状況を確認する。） 

 

3) マニラ海岸局等 

a. マニラ海岸局（OECF 借款事業：1989 年 5 月 L/A）の既設機器の改修を行い、マニラ港周

辺海域及び沖合海域の緊急通信体制を改善する。 

z VHF 遭難安全通信システム 

z MF/HF 遭難安全通信システム 
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z NAVTEX 航行安全情報放送システム（津波警報を最優先で取り扱う機能を含む） 

b. 航空基地に HF 送受信機を新設するとともに、既設の老朽化した航空用 VHF 送受信機の更

新を行って、航空機への指揮通信体制を強化する。 

 

4) 技術移転 

本プロジェクトの実施に併せて、VSAT 等の通信回線及びパソコン等端末機器の効果的な運

用と適切な維持管理に係るガイドライン／マニュアルの作成、慣熟訓練、体制確立などソフ

ト面の手当てを行うことが望ましい。 

（整備すべきソフトの例） 

z 平常時／大事案発生時の VSAT 運用（通信制限など）ガイドライン 

z 可搬型 VSAT 管理（保管）、運搬、組立、運用ガイドランイン 

z 衛星トランスポンダの利用計画ガイドライン 

z データ回線及び端末機器のソフトウエア 

z 上記業務に係る組織体制確立、慣熟訓練及び維持管理経費に係る予算計画 

 

（システム概念図） 

z 図 3-1 プロジェクトサイト案 

z 図 3-2 PCG 通信システム案（幹線通信系及びマニラ地区） 

z 図 3-3 PCG 通信システム案（支線通信系） 
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図 3-1 プロジェクトサイト案 
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1.2 システム計画案 

(1) 本庁～各管区本部間幹線通信系 

本庁中央通信所～各管区本部間の幹線通信系は、衛星通信 （Ku バンド）により表 3-1 管区

本部間幹線通信系整備案のとおり計画する。 

 

表 3-1 管区本部間幹線通信系整備案 

No. サイト 衛星通信設備 備 考 

1 本庁（中央通信所） VSAT（HUB） Max. 1.1 Mbps 
2 第 2 管区本部（セブ） VSAT（FIX） Max. 160 kbps 
3 第 3 管区本部（サンボアンガ） VSAT（FIX） Max. 160 kbps 
4 第 4 管区本部（パラワン） VSAT（FIX） Max. 160 kbps 
5 第 5 管区本部（バタンガス） VSAT（FIX） Max. 160 kbps 
6 第 6 管区本部（イロイロ） VSAT（FIX） Max. 160 kbps 
7 第 7 管区本部（サン・フェルナンド） VSAT（FIX） Max. 160 kbps 
8 第 8 管区本部（ダバオ） VSAT（FIX） Max. 160 kbps 
9 第 9 管区本部（レガスピ） VSAT（FIX） Max. 160 kbps 

10 第 10 管区本部（カガヤン・デ・オロ） VSAT（FIX） Max. 160 kbps 

 

(2) マニラ地区幹線通信系 

VSAT HUB 局の中央通信所（オペレーションセンター）を中心に、本庁、運用指令所（Sangley 

Point）及び第 1 管区本部、並びに送信所及び受信所との間に、図 3-4 マニラ地区幹線通信系

整備案のとおり 7.5GHz 帯のマイクロ回線を計画する。 

 

図 3-4 マニラ地区幹線通信系整備案 
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本庁にはデジタル構内交換機（NEC 製）が設置されているが、容量が著しく不足しているこ

とから（最大容量：500 回線／実装：内線 150 回線、外線 16 回線）増設を必要とする。PCG は

新設回線には IP ネットワークへの拡張が可能な回線を考えている。加えて、LAN を構築し、

各管区本部間のデータ通信を可能にすることを希望している（図 3-5 電話・データ回線案系統

図参照）。 

また、各サイトの所要鉄塔は表 3-2 所要鉄塔案のとおり。 

 

表 3-2 所要鉄塔案 

サイト 既設鉄塔高（m） 新設鉄塔高（m）（注） 
オペレーションセンター 90（自立型）  

送信所 62（支線式）  
受信所 HF アンテナ用鉄塔利用可  
本庁  20-30 

運用指令所  50-60 
第 1 管区本部  50-60 

（注）：新設鉄塔高（ｍ）は推定高、回線設計時に決定
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(3) 支線通信系 

本プロジェクトの対象地域である第 1 管区本部（マニラ）、第 2 管区本部（セブ）及び第 3 管

区本部（サンボアンガ）に属する各保安部に、表 3-3 支線通信系整備案のとおり VHF 送受信

機又は HF 送受信機の設置を計画する。また、応急通信機材として、全国に運搬して使用でき

る可搬型 VSAT１式の調達を計画する。 

 

表 3-3 支線通信系整備案 

無線設備 数量 サイト 
管区本部 マニラ セブ サンボアンガ 

マニラ セブ サンボアンガ 
パシグ   

ラグナデベイ   
コレヒドール   

VHF 10 

保安部等 

PSCC*マニラ   
管区本部 マニラ セブ サンボアンガ 

スビック タグビララン ダプタン 
 ドゥマゲテ パガディアン 
 オルモック マプン 
 マーシン ジョロ 
 タクロバン ボンガオ 

HF 15 

保安部 

 カトゥバロンガン  
可搬型 
VSAT 1 本庁保管（全国の保安部、保安署、災害現場用） 

*PSCC：Port State Control Center 

 

z 上記サイトに既設の送受信機は、通信設備を保有していない、或いは保有していても

実用に供することのできない設備となっている保安部・保安署に移設する。 

z 第 3 管区本部管内の HF 送受信機は、治安を考慮し、（状況に応じ）据付工事を必要と

しないコンパクトな送受信機（アンテナ込み）を提供する。 
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(4) マニラ中央通信所（マニラ海岸局）の改修 

我が国の援助により 1996 年に完成したマニラ海岸局の既設機器・施設を活用・改修し、緊急

通信体制を改善する。 

主要な改修項目は表 3-4 マニラ海岸局整備案のとおりであり、その概念図は図 3-6 マニラ

海岸局改善計画案概念図のとおり。 

 

表 3-4 マニラ海岸局整備案 

サイト 改 修 項 目 

送信所 

・既設 MF 送信機 2 台に NAVTEX*機能付加 （現用、予備）

・既設 HF 送信機 1 台に DSC**機能付加 
・既設 HF 送信機 1 台に NBDP/RT***機能付加 
・既設アンテナ改修 

受信所 
・MF/HF DSC 受信機 6 台設置 （2, 4, 6, 8, 12, 16MHz 帯） 
・MF/HF NBDP/RT 受信機 2 台設置 （現用、予備） 
・既設アンテナ改修 

オペレーション 
センター 

・NAVTEX 放送卓 2 台設置 （現用、予備） 
・DSC/NBDP 操作卓 2 台設置  
・監視/通信操作卓 2 台設置  
・RT 操作卓 1 台設置 
・NAVTEX モニター1 台設置 
・国際 VHF 送受信機 4 台設置（CH70, CH16, 通信 2CH） 

*NAVTEX：Navigational Telex（航行自動直接印刷電信システム） 
**DSC：Digital Selective Calling（デジタル選択呼出） 
***NBDP/RT：Narrow Band Direct Printing/Radio Telephone（狭帯域直接印刷電信/無線電話） 
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図3-6 マニラ海岸局改善計画案概念図 
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(5) 航空基地通信システム改修 

表 3-5 航空基地通信システム改修案 

サイト 改 修 事 項 

航空基地 ・航空 VHF 送受信機１台更新 
・HF 送受信機１台設置 

 

(6）予備品及び測定器 

表 3-6 予備品及び測定器整備案 

 整 備 内 容 

予備品 

最新の通信機器はすべて固体化され、筺体設計もコンパクト

化されているので、障害が発生した場合、部品の交換ではな

く、ユニットあるいはプリント基板ごとの交換が主流である。

ユニットまたはプリント基板ごとの MTBF（Meantime 
Between Failure ）を算出して、保守上必要な期間分の予備ユ

ニット、プリント基板など十分な数量を保管する。 

測定器 

障害ユニットの修理については、その大部分が納入業者に返

送、修理されることになると思われるので、測定器は修理用

ではなく、むしろ、保守上必要とする（たとえば、周波数精

度の確認、出力の確認など）測定器に重きをおいて最低限の

測定器を配備・保管する。 

 

上記計画案による総合システムは、図 3-7 PCG 通信システム整備案総合系統図のとおり。
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(9.5 km)(Approx.17 km)

Subic

Manila 
Pasig 
Laguna De Bay 
Corregidor 

HF VHF 

VSAT Fixed 

VoIPRT

LAN

管区本部 (7ヶ所) 
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Aviation Group)
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図3-7 PCG通信システム整備案総合系統図 
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1.3 概算見積 

前記システム計画案に基づく概算見積は、コンサルティングサービスを含めて、約 6.8 億円と

なり、その内訳は表 3-7「海上保安のための PCG 通信システム強化計画概算見積」のとおり。 

 

表 3-7 海上保安のための PCG 通信システム強化計画概算見積 （単位：円）

番号 項   目 単 価 員 数 小  計 合  計 

1 Ku-バンド VSAT       

-1 VSAT HUB 125,000,000 1 125,000,000   

-2 VSAT FIX 10,500,000 9 94,500,000   

-3 VSAT 可搬型 7,000,000 1 7,000,000   

-4 電源装置 8,500,000 1 8,500,000   

-5 据付工事 30,000,000 1 30,000,000   

          265,000,000

2 7.5GHz マイクロ回線         

-1 7.5GHz PCM-PSK 3,200,000 10 32,000,000   

-2 MUX 1,850,000 10 18,500,000   

-3 アンテナ 8,000,000 1 8,000,000   

-4 電源装置 6,500,000 1 6,500,000   

-5 回線端末機器 5,000,000 1 5,000,000   

-6 据付工事（アンテナ、端末工事含む） 43,000,000 1 43,000,000   

          113,000,000

3 支線通信系（第１、２、３管区）       

-1 HF 送受信機 3,300,000 15 49,500,000   

-2 VHF 送受信機 450,000 10 4,500,000   

-3 アンテナ 18,000,000 1 18,000,000   

-4 据付工事 12,000,000 1 12,000,000   

          84,000,000

4 マニラ海岸局リハビリ       

-1 VHF DSC/NBDP 15,000,000 1 15,000,000   

-2 MF/HF DSC/NBDP 43,000,000 1 43,000,000   

-3 NAVTEX 放送機 18,000,000 1 18,000,000   

-4 アンテナ 15,000,000 1 15,000,000   

-5 据付工事 25,000,000 1 25,000,000   

          116,000,000

5 航空基地リハビリ         

-1 HF 送受信機（アンテナ含む） 4,800,000 1 4,800,000   

-2 航空 VHF 送受信機（アンテナ含む） 9,000,000 1 9,000,000   

-3 据付工事 2,000,000 1 2,000,000   

          15,800,000

6 予備品及び計測器 32,000,000 1 32,000,000  32,000,000

7 研修 6,000,000 1 6,000,000 6,000,000

8 コンサルタント費 50,000,000 1 50,000,000 50,000,000

  合   計     681,800,000 681,800,000
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1.4 協議を通じての主な議論 

(1) 衛星回線と陸上リース回線の比較 

衛星回線が、セキュリティや拡張性などにおいて優位性を持っているほか、コスト比較にお

いても年間使用料が半分以下（陸上リース回線の最新料金の 3.72 百万ペソに対し、衛星回線は

1.42 百万ペソ）であることから、幹線通信系は要請どおり衛星（VSAT）による通信網を構築す

ることが適当である。 

PCG による検討結果は、表 3-8 Comparative Analysis Between VSAT and Leased Landline の

とおり。 

 

表 3-8 Comparative Analysis Between VSAT and Leased Landline 

No ATTRIBUTES LEASED LANDLINE VSAT 

9 with 1 Main Hub 12 with 1 Main Hub 

HPCG HPCG 

Cebu Cebu 

Zamboanga Zamboanga 

Cagayan de Oro Cagayan de Oro 

Davao Davao 

Iloilo Iloilo 

Legazpi Legazpi 

Batangas Batangas 

La Union La Union 

Puerto Princesa Puerto Princesa 

Farola 

HANC, Sangley Pt 

1 Nr of CGD's covered/Units 

  

MCO, Mandaluyong 

2 Recurirng Cost P3.72 M/year P1.42 M/year 

3 Reliability Good Good 

4 Load Voice and Data Voice and Data 

5 Speed 128 kbps/1 Mbps 160 kbps/1 Mbps 

6 Security Poor Good 

7 Flexibility Poor Good 

8 Initial Equipment Investment P 0.4 M Grant 

Source :HCGWCEISS, PCG   
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(2) 衛星回線の周波数帯（KuバンドとCバンドの比較） 

衛星回線の周波数帯については、アンテナの小型化と経費の面から、当初 Ku バンドで検討

を行っていた。しかし、衛星会社（Mabuhay Philippine Satellite Co.：MPSC）との打合せの結果、

Ku バンドは豪雨時に 20～30 分間の通信中断が起こり得ることが判明した。他方、C バンドに

ついては豪雨の影響は受けにくいが、アンテナが大型化することに加えて、経費（設備費、運

用費とも）が高額になるという問題があり、Ku バンドと C バンドの双方について詳細な検討を

行った結果、最終的に PCG は Ku バンドを選択した。 

調査団からは、通信中断の場合は現在の HF 回線をバックアップとして使用することを提案

し、PCG はこれを了承した。 

PCG との協議時において、認識を共有した各周波数帯の特性は下の比較表（表 3-9 

Comparison between Ku-band and C-band）のとおり。 

 

表 3-9 Comparison between Ku-band and C-band 

Band 
 
Items 

Ku-band C-band 

Antenna Small & Light Big & Heavy 

Equipment Cost Cheap Expensive 

Antenna Site to be needed Small Wide 

Installation Cost Cheap Expensive 

Possible Damage by Typhoon Low High 

Maintenance Cost Cheap Expensive 

Transportable VSAT Relatively compact Big 

Transponder Charge Cheap Expensive 

Reliability Possible Interruption 
by Heavy Rain No Interruption 

 

(3) ミンダナオ地区における工事 

PCG の見解でも、ローカルコンサルタントの調査結果においても、サンボアンガ市内の治安

は厳重な警備の下かなり安定しており、特に海軍基地内に所在する第 3 管区本部への VSAT 設

置工事及び PPA（Philippine Port Authority：フィリピン港湾局）管理区域内で厳重な警備が取ら

れているサンボアンガ保安部の VHF 設置工事は、外国人業者によることも可能であると判断し

ている。 

PCG 側としては、第 3 管区本部及びサンボアンガ保安部以外の保安部については、コンパク

トな HF 送受信機（アンテナ込み）の提供を受け、PCG 側で据付けを行うことを希望している。 
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2．基本設計調査に際し留意すべき事項 

2.1 税還付及び衛星通信経費に関する予算措置の確認 

「フィ」国政府全体の VAT（付加価値税）還付問題が解決するまで、本プロジェクト（基本設

計調査も含め）が実施されることはない旨を繰り返し説明し、先方の理解を得た。 

また、本プロジェクトの実施に際し、「フィ」国内における物品、役務の調達に掛かる VAT 及

び通関時における輸入税に関しては、DOTC が予算措置を行うことで日本側業者に還付される旨

確認した。また、還付には Automatic Appropriation と呼ばれる手続きが必要であり、機材が「フィ」

国に到着する 10 営業日より前に、実施機関（PCG）から DBM に申請を行うことが求められる。 

さらに、協議議事録では、「フィ」国側の免税及び衛星通信経費についての予算措置を確認して

からプロジェクトを実施することとしている。確認の方法については、OPB（Operation Program in 

Budget）と呼ばれる予算書の中で、それらの項目が明記されていることを確認する（予算成立に

より OPB が確定）。加えて、「フィ」国政府の MTPIP（Medium Term Public Investment Program）と

呼ばれる 5 ヵ年計画の対象となることで、実施の優先度が高くなるので、それだけ予算措置も早

くなるとの説明が DOTC の担当者よりあった。 

基本設計調査時においては、上記の税還付及び衛星通信のための経費が確実に予算計上されて

いるかどうか、再度確認する必要がある。 

 

 

2.2 システム設計 

(1) VSAT回線 

全ての VSAT 局について、電話・データ回線のシステム設計（後述）を前提に、HUB 局、FIX

局の通信速度・所要帯域を算出し、それぞれのアンテナ口径等の地上局諸元を決定の上、現地

通信衛星会社 （MPSC）に回線設計及びトランスポンダ料金の算出を依頼。 

料金計算（例）の結果は次ページのとおり。 
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【通信衛星トランスポンダ使用料計算例】 

 

対象衛星：MABUHAY Satellite Corporation の Agila II 衛星 

Ku バンドの料金計算例（通信速度 1.1Mbps の場合） 

 

まず、通信速度から占有帯域幅を計算する。 

占有帯域幅＝通信速度/位相変位変調×1/誤り訂正符号×搬送波間隔である。 

ここで、占有帯域幅（kHz）、通信速度（kbps）、4 相変位変調（QPSK）、とすると、 

占有帯域幅（kHz）＝1,100（kbps）/2 ×1/ 7/8×1.45＝911.43 kHz 

ただし、QPSK、誤り訂正符号（FEC）及び搬送波間隔（CCS）のパラメーターをそれぞれ 2、

7/8 及び 1.45 とする。なお、位相偏移変調のパラメーターは、 

2 相偏移変調（BPSK）＝1 

4 相偏移変調（QPSK）＝2 

8 相偏移変調（8PSK）＝3 

16 相偏移変調（16PSK）＝4 

である。 

 

また、2005 年 3 月現在の単位帯域幅（kHz）当りの月額料金（US $）は以下のとおり。 

Ku バンド：US$ 2.4 / kHz / 月  

C バンド ：US$ 2.8 / kHz / 月 

 

したがって、Ku バンドにおける通信速度、最大 1.1 Mbps の場合の年間リース料金は、 

911.43×2.4×12＝26,249（US$）となる。 

 

（参考：付属資料 3 フィリピンの通信衛星） 

z Ku-Band Performance Parameters 

z C-Band Performance Parameters 

z Automatic Level Control （ALC） Mode Description 

z Earth Station Specifications and Operating Requirement for Systems Accessing MPSC 

Satellites 

z 回線設計例 Manila  ～ Cebu （Ku バンド/C バンド） 

                      Manila  ～ Zamboamga （Ku バンド/C バンド） 

                      Manila  ～ Palawan （Ku バンド） 
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(2) マニラ地区マイクロ回線 

オペレーションセンターを中心に次の 5 リンクを 7.5GHz 帯マイクロ回線により構築する（本

章 1.2 システム計画案 (2) マニラ地区幹線通信系 を参照）。 

z オペレーションセンター ～ 送信所 

z オペレーションセンター ～ 受信所 

z オペレーションセンター ～ 第 1 管区本部 

z 第 1 管区本部      ～ 本庁 

z オペレーションセンター ～ 運用指令所 

 

各リンクとも電波伝搬上の見通しは確保されていると考えられるが、確認のため各リンクに

ついてミラーテストを行う。特に、オペレーションセンター～送信所間には障害物（ビル）が

あることから、クリアランスの確認が必要である。 

オペレーションセンター～運用指令所間は海上伝播となり、伝送品質の低下が予想されるこ

とから、ダイバーシティ（アンテナの複数化）の適用を検討する。 

  

(3) 電話・データ回線 

当初先方負担として検討していた新規 PBX（構内交換機）の導入については、先方負担にす

ると日本側が調達する機材が十分な能力を発揮できない可能性があること等から、日本側調達

とした。 

また、パソコン等のデータ端末も含め、本庁、各管区本部等について電話（交換機含む）及

びデータ回線のシステム設計を行う計画とする。 

        

(4) マニラ海岸局改修 

マニラ海岸局の既存機器・施設の実態調査を行い、それを基に既存機器の再利用・改修・修

理、新機器の増設及び障害アンテナの修理方法等を検討し、計画案を作成する。 
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2.3 施工・調達事情等 

(1) 現地調達資機材 

現地調達可能な資機材について PCG 担当者と議論を行い、鉄塔基礎工事材料（鉄筋、コンク

リート、砂利、砂）の他、鉄塔部材の現地調達の可能性を検討した。鉄塔設計を契約者が実施

する場合においても、部材は経済的な面から現地調達することが望ましい。この点については、

基本設計調査時において詳細検討する必要がある。 

 

(2) 労務雇用 

本プロジェクトの施工に当り、PCG は職員を労務提供する用意があるとのことであった。基

本設計調査においては、PCG 職員が担当可能な労務の範囲等について、必要に応じて打合せを

行うことが望ましい。 

 

(3) 契約者と客先PCGとの業務分担案 

本プロジェクト施工に伴う、契約者と客先 PCG との業務分担（Demarcation）案を下表にまと

めた。 

 
 

 
表 3-10 契約者と PCG の業務分担案 

資機材準備 労務サービス 
種 別 項 目 

契約者 PCG 契約者 PCG 
備考 

通信機器 ○  ○   

電源機器(含分電盤) ○  ○   

商用電源(受電盤､受電ﾄﾗﾝｽ等)  ○  ○  

工事材料(端子盤､線材､ﾗｯｸ等) ○  ○   

鉄塔部材 ○  ○   

ｱﾝﾃﾅ系線材･部材 ○  ○   

建設工事(含接地工事) ○  ○   

1.通信機材 

無線周波数許認可申請  ○  ○  

設計 ○  ○   

鉄筋､ｾﾒﾝﾄ､砂利､砂等  ○  ○  

施工監督 ○  ○   
2.鉄塔基礎 

施工(含接地工事)  ○  ○  

3.置局用地 (含ｱﾝﾃﾅ用地)  ○  ○  

4.局  舎 (含必要ﾌｪﾝｽ)  ○  ○  

5.近接道路   ○  ○  
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2.4 ミンダナオ地区の工事 

(1) サンボアンガ市内の工事 

第 3 管区本部への VSAT 固定局及び VHF/HF 送受信機の設置工事、並びにサンボアンガ保安

部への VHF 送受信機の設置工事がある。 

PCG・ローカルコンサルタントとも各サイト内は外国人業者でも安全と判断しているが、サ

イト外（ホテル宿泊時など）においては危険が伴うことも考えられる。 

従って、次の 2 案について検討する。 

A 案 － サイト内の施設（海軍兵舎など）に宿泊する。 

B 案 － 他の地区の工事を先行実施し、ローカル工事業者を十分に教育した後、ローカルの手

でサンボアンガの工事を行う。（日本人技術者はマニラから遠隔指導をする。） 

 

(2) ミンダナオのその他地区の工事 

第 3 管区管内の各保安部への HF 送受信機の設置工事があるが、外国人には非常に危険な地

区であり、次の 2 案について検討する。 

A 案 － 予備調査時に PCG から提案された、即ちコンパクトな送受信機（アンテナ付）を提供

するのみ。（据付工事はしない。必要になれば PCG が行う。） 

B 案 － (1)と同様の方法で、ローカル工事業者に実施させる。 

 

    将来的な維持管理体制を考慮すると、ローカル工事業者を育てる B 案が望ましい。 

 

 

2.5 運用・維持管理体制の構築 

プロジェクトによって調達された機器が、PCG の業務において最大限に効果を発揮するた

めには、適切な運用・維持管理体制の構築が必要不可欠である。しかしながら現在、PCG は

本庁－管区本部及び下部組織間の連絡体制を構築し、報告・連絡を取りつつ業務を遂行する

ことに不慣れである。また、新規調達する機材に関してはメンテナンスに関する新たな知識

が必須である。よって、本プロジェクトの実施に併せ、通信回線（VSAT 等）及び端末機器

（パソコン等）の効果的な運用と適切な維持管理に係るガイドライン／マニュアルの作成、

慣熟訓練、体制確立等、ソフト面における指導を行うことが望ましい。 

体制構築については、PCG 側の自助努力が最も重要であるが、運用・維持管理計画やマニ

ュアルの作成等については、メーカーによる運用指導、ソフトコンポーネント、本邦におけ

るカウンターパート研修、短期専門家の派遣等、様々なオプションを念頭に、いずれのスキ

ームが最も適切であるか、基本設計調査時に十分に検討を行う。具体的に整備すべきソフト

の例は、本章 1.1 協力内容の基本的な考え方 (2) 整備方針 4) 技術移転 を参照。  
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2.6 技術協力との連携 

本プロジェクトにより、PCGでは本庁に情報を集約し、本庁から適切な指示を行うための最低

限の基盤が整う。しかし、上記のとおり、常に報告・連絡を取りながら業務を進めることにPCG

は習熟していない。これは通信に限らず、PCGの業務全ての分野に関係する事項であることから、

本件実施の目途が立った場合は、PCGへの技術協力全般で「報告・連絡」に留意した指導に心掛

ける必要がある。また、必要に応じて指揮命令系統の見直しについて助言する。 

海上保安人材育成（技術協力プロジェクト）のJICA専門家によれば、本庁と各管区本部間にVSAT

回線が設けられれば、データ回線、現場写真の伝送回線として活用されることが期待され、海上

保安機関としての正面業務の充実・活動の活性化に大きく貢献できるとのこと。 

 

 

2.7 団員構成 

本プロジェクトのサイト数、構成する機材の種類を考慮すると、以下の団員構成とすることが

適当である。 

z 業務主任／機材計画 1（地上通信機器・無線）／維持管理計画 

z 機材計画 2（衛星通信機器・回線） 

z 機材計画 3（鉄塔・アンテナ） 

z 通信施設計画 

z 調達計画／積算 

 

     

2.8 現地調査体制 

(1) プロジェクトサイト数 

マニラ地区             ：7箇所 

第1管区本部管内保安部          ：6箇所 

第2管区本部管内（本部、保安部） ：8箇所 

第3管区本部管内（本部、保安部） ：7箇所 

   

計 28 箇所とサイト数が多いので、4 班編成で現地調査を行う。各班の構成は次のとおり。 

  A 班（マニラ地区）：本邦コンサル 2 名、ローカルコンサル 1 名、PCG1～2 名 

  B,C,D 班     ：本邦コンサル１名、ローカルコンサル 1 名、PCG1 名         

 

(2) 治安状況に係る検討 

対象サイトには治安に問題のある箇所も存在するため、状況によってはローカルコンサルタ

ントと PCG カウンターパートのみによる調査とする。この場合、治安上の問題のない地域を先
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立って調査する際、本邦コンサルタントからローカルコンサルタントに調査内容・方法を十分

に伝達しておく。このため、調査期間にある程度余裕を持っておくことが望ましい。 



添付資料編 



 

添付資料１ PCG からの要請書 















































 

添付資料２ 協議議事録（ミニッツ） 
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